
生駒市条例第４号 

生駒市国民健康保険税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成２０年３月２８日 

生駒市長 山下 真  

 

生駒市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

生駒市国民健康保険税条例（平成１２年３月生駒市条例第７号）の一部を次の

ように改正する。 

第２条第１項中「要する費用（」の次に「高齢者の医療の確保に関する法律（

昭和５７年法律第８０号）の規定による後期高齢者支援金等（以下この条におい

て「後期高齢者支援金等」という｡)及び」を加え、「並びに当該世帯主」を「及

び後期高齢者支援金等課税額（国民健康保険税のうち、後期高齢者支援金等の納

付に要する費用に充てるための国民健康保険税の課税額をいう。以下同じ｡)並び

に当該世帯主」に改め、同条第２項ただし書中「５０万円」を「４７万円」に改

め、同条第３項ただし書中「８万円」を「９万円」に改め、同項を同条第４項と

し、同条第２項の次に次の１項を加える。 

３ 第１項の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を除

く｡)及びその世帯に属する被保険者につき算定した所得割額並びに被保険者均

等割額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が地方税法（

昭和２５年法律第２２６号。以下「法」という｡)第７０３条の４第２１項の政

令で定める金額を超える場合においては、後期高齢者支援金等課税額は、当該

政令で定める金額とする。 

第３条第１項中「地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「法」という｡)

」を「法」に、「第６条において」を「以下」に、「１００分の８」を「１００

分の５．５」に改める。 



第４条中「２１，６００円」を「２２，８００円」に改める。 

第５条中「２４，０００円」を「２５，２００円」に改める。 

第１６条を第１９条とし、第１３条から第１５条までを３条ずつ繰り下げる。 

第１２条中「５０万円を超える場合には、５０万円）並びに同条第３項本文」

を「４７万円を超える場合には、４７万円）、同条第３項本文の後期高齢者支援

金等課税額からウ及びエに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が法

第７０３条の４第２１項の政令で定める金額を超える場合には、当該政令で定め

る金額）並びに第２条第４項本文」に、「ウ及びエ」を「オ及びカ」に、「８万

円」を「９万円」に改め、同条第１号ア中「１２，９６０円」を「１５，９６０

円」に改め、同号イ中「１４，４００円」を「１７，６４０円」に改め、同号エ

中「２，８８０円」を「５，８８０円」に改め、同号エを同号カとし、同号ウ中

「２，１６０円」を「５，０４０円」に改め、同号ウを同号オとし、同号イの次

に次のように加える。 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均

等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く｡)１人について

２，５２０円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世帯別平等

割額 １世帯について３，３６０円 

第１２条第２号ア中「８，６４０円」を「１１，４００円」に改め、同号イ中

「９，６００円」を「１２，６００円」に改め、同号エ中「１，９２０円」を「

４，２００円」に改め、同号エを同号カとし、同号ウ中「１，４４０円」を「３

，６００円」に改め、同号ウを同号オとし、同号イの次に次のように加える。 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均

等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く｡)１人について

１，８００円 



エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世帯別平等

割額 １世帯について２，４００円 

第１２条に次の１号を加える。 

(3) 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算

額が、法第３１４条の２第２項に規定する金額に被保険者１人につき３５０

，０００円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号に該当

する者を除く｡) 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保険者（第１条第

２項に規定する世帯主を除く｡)１人について４，５６０円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯について５，０

４０円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均

等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く｡)１人について

７２０円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世帯別平等

割額 １世帯について９６０円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税被保

険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く｡)１人について１，４４０円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯について１，６

８０円 

第１２条に次の１項を加え、同条を第１５条とする。 

２ 市長は、国民健康保険税の納税義務者について、当該納税義務者又はその世

帯に属する被保険者の前年からの所得の状況の著しい変化その他の事情により

前項第３号の規定による減額が適当でないと認める場合には、当該減額を行わ

ないものとする。 



第１１条第１項中「本条」を「この条」に改め、同条第２項、第４項及び第６

項中「第６条第１号から第５号まで」を「第６条第１号から第８号まで」に改

め、同条を第１４条とし、第１０条を第１３条とし、第９条を第１２条とする。 

第８条中「第２条第３項」を「第２条第４項」に、「４，８００円」を「８，

４００円」に改め、同条を第１１条とする。 

第７条中「第２条第３項」を「第２条第４項」に、「３，６００円」を「７，

２００円」に改め、同条を第１０条とする。 

第６条中「第２条第３項」を「第２条第４項」に、「１００分の１」を「１０

０分の２」に改め、同条を第９条とし、第５条の次に次の３条を加える。 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の所得割額） 

第６条 第２条第３項の所得割額は、賦課期日の属する年の前年の所得に係る基

礎控除後の総所得金額等に１００分の２．５を乗じて算定する。 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均等割

額） 

第７条 第２条第３項の被保険者均等割額は、被保険者１人について３，６００

円とする。 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世帯別平等割額

） 

第８条 第２条第３項の世帯別平等割額は、１世帯について４，８００円とす

る。 

附則第３項中「第１２条」を「第１５条第１項」に、「同条中」を「同項中」

に改め、附則第８項、第１０項、第１３項及び第１５項から第１７項までの規定

中「及び第１２条」を「、第６条、第９条及び第１５条第１項」に、「第１２条

中」を「第１５条第１項中」に改める。 

附 則 



（施行期日） 

１ この条例は、平成２０年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の生駒市国民健康保険税条例（以下「新条例」という｡)の規定は、平

成２０年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、平成１９年度分ま

での国民健康保険税については、なお従前の例による。 

３ 次の表の左欄に掲げる年度分の国民健康保険税に係る新条例第２条第２項及

び第１５条第１項の規定の適用については、同表の左欄に掲げる年度の区分に

応じ、新条例第２条第２項及び第１５条第１項中「４７万円」とあるのは、そ

れぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

平成２０年度 ４４万円 

平成２１年度 ４５万円 

平成２２年度 ４６万円 

 

 


